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平成１８年１１月１３日
無

１．１８年９月中間期の連結業績（平成1８年４月１日～平成1８年９月３０日）
(1)連結経営成績 （百万円未満切捨）

　百万円 ％ 　百万円 ％ 　百万円 ％
 ( )  ( )  ( )
 ( )  ( △ )  ( △ )

　百万円 ％ 円 銭 円 銭
 ( )
 ( △ )

（注）①持分法投資損益　 18年9月中間期 122百万円 17年9月中間期　 11百万円 18年3月期　 45百万円
      ②期中平均株式数（連結）    18年9月中間期 54,180,319株 17年9月中間期53,971,345株 18年3月期 54,068,690株
　　　③会計処理の方法の変更      無
　　　④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

（注）期末発行済株式数（連結） 18年9月中間期 54,179,487株 17年9月中間期54,184,113株 18年3月期 54,181,078株

(3)連結キャッシュ・フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円
△ △
△ △

△ △

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数 30 社 持分法適用非連結子会社数 － 社 持分法適用関連会社数 2 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結（新規） 1 社 （除外） － 社 持分法（新規） 1 社 （除外） － 社

２．１９年３月期の連結業績予想（平成1８年４月１日～平成1９年３月３１日）

百万円 百万円 百万円

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 129円 20銭

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因に
　よって予想数値と異なる結果となる可能性があります。
　なお、上記予想に関する事項については、添付資料連結５ページをご参照下さい。
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１１１１．．．．企業集団企業集団企業集団企業集団のののの状況状況状況状況

　当社グループは、当社及び子会社４３社、ならびに関連会社４社、計４８社で構成され、そのうち
連結子会社は３０社、持分法適用会社は２社であり、熱機器の製品および部品の製造・販売事業と、
これに付帯する事業を行っております。
　事業の系統図は、次のとおりであります。

部品の製造（７社）

製品の販売及び設置施工（９社）

海外（25社）

持株会社及び製品の販売（１社）

国内（22社）

製品の製造（２社）

製品の販売（２社）

製品の販売（5社）

製品の製造販売（11社）

部品の製造販売（５社）

その他 （２社）

（注）○連結子会社
　　　＊非連結子会社
　　　□持分法適用関連会社
　　　●持分法非適用関連会社

○リンナイホールディングス
（パシフィック）㈱

○リンナイオーストラリア㈱
○リンナイアメリカ㈱
○林内香港有限公司
＊リンナイＵＫ㈱
＊広州林内燃具電器有限公司

○アール・ビー・コントロールズ㈱
○リンナイ精機㈱
○アール・ティ・エンジニアリング㈱
○ジャパンセラミックス㈱
○能登テック㈱
○テクノパーツ㈱
＊アール・ビーテクノ㈱

○㈱柳澤製作所
○リンナイテクニカ㈱

○リンナイニュージーランド㈱
○台湾林内工業㈱
○リンナイコリア㈱
○上海林内有限公司
○リンナイタイ㈱
○リンナイベトナム㈱
□リンナイインドネシア㈱
□伯陶リンナイ機器㈲
＊リンナイマレーシア㈱
＊上海林博熱能技術有限公司
＊広州名海燃具電器有限公司

＊アール・ビー・コリア㈱
＊アール・エス・コリア㈱
＊上海燃宝控制器有限公司
●ラニーＲ・Ｋ精密㈱
●三国ＲＫ精密㈱

○リンナイ企業㈱（損害保険代理業）
＊リンナイテック北陸㈱

○リンナイネット㈱
○アール・ジー㈱

得
　
　
　
　
　
意
　
　
　
　
　
先

○リンナイテック札幌㈱
○リンナイテック東北㈱
○リンナイテック東京㈱
○リンナイテック新潟㈱
○リンナイテック中部㈱
○リンナイテック近畿㈱
○リンナイテック広島㈱
○リンナイテック九州㈱
○九州ガス燃料㈱

当
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
社

得
　
　
　
　
　
意
　
　
　
　
　
先

　　　　製品及び委託工事
　　    仕入及び外注加工

その他 （３社）

＊リンナイサービス（ＭＳ）㈱
＊リンナイＳＭ㈱
＊リンナイシンガポール㈱

－連結2－



－連結 3－

２２２２．．．．経営方針経営方針経営方針経営方針

（１）経営の基本方針
　当社グループは、『熱』を通じて快適な暮らしを社会に提供することを企業使命観とし、常に安全安心、
環境、省エネ、健康・高齢化を念頭に置き、経営の基本理念として、「品質第一の顧客志向」「地球環境
に配慮した商品提供」「生活文化の向上」「法の遵守」を掲げております。その実現に向けた努力で、高
度な熱利用技術力、販売力の支えによる安定した経営基盤をもとに、グローバルに活動を展開し、総合熱
エネルギー機器メーカーとして着実に成長を図ることで、お客様、株主、従業員、地域社会など、すべて
のステークホルダーの方々に対し満足が得られるよう経営してまいります。
  
（２）利益配分に関する基本方針
　当社は、株主への安定した利益還元を維持することが経営の重要政策の一つであると考えており、基本
方針として、連結業績や配当性向等を総合的に勘案し、株主の皆様のご期待にお応えしていきたいと考え
ております。
  また、内部留保金につきましては、将来の企業価値の増大を図るため、国内外の事業展開を推進し、よ
り強固な企業体質確立を図るとともに、研究開発投資、設備投資および営業戦力の強化・充実に有効活用
してまいります。

（３）目標とする経営指標
  グループ競争力を高め、資本効率を向上させることにより、長期的に連結ＲＯＥ８％達成を目標として
取り組んでまいります。

（４）中長期的な経営戦略
  当社グループは、今後の更なる成長を目指し、２００６年度を初年度とする中期経営計画「Ｖシフトプ
ラン」を策定し、重点改革を柱に３年で体質転換を図る取り組みを展開いたします。
  この中期経営計画は、一層厳しさを増す事業環境の中で、この３年間を新たな成長路線を確立する重要
なフェーズと位置づけ、「３つの変革」と「５つの重点改革」を基本方針とし、企業価値および業績の向
上を図ることを目的としております。

【 ３つの変革 】
①価値観の変革　　②ビジネスの変革　　③人材の変革

【 ５つの重点改革 】

①利益重視の経営
２００８年度連結売上高２,８００億円、営業利益２００億円を中期目標と設定し、全社的な利益

管理システムを構築いたします。不採算商品対策や型式数の削減など構造的な改革を進めると同時に、
原価低減委員会を発足し関係子会社のコスト体質強化も含めグループ全体で原価低減活動を展開い
たします。

②新製品開発体制の強化
少子高齢化、環境意識の高まりなど社会構造や顧客ニーズの変化を先取りするため、マーケティ

ング機能を強化し、ヒット商品の創出を図ります。また、開発技術力および商品化プロセスの強化を
図り、商品リードタイムの短縮を進めます。

③経営資源の効率的な配分と最大活用
今後の成長市場に投資の力点を置き、人・物・金の経営資源を戦略的に配分いたします。国内グ

ループの再編成を進め、海外では米国、中国、欧州を軸に強化いたします。また、人材こそ最も重要
かつ有効な経営資源であるという認識の下、教育プログラムを体系化し、次世代を担う国際人材の育
成を図ります。

④社会的責任に対する体制強化
企業の社会的責任を果たすため、コンプライアンス、法務機能の強化を図ります。また、当社グ

ループ内のセルフチェック機能を強化し、内部統制の体制定着を進めてまいります。さらに、広報、
ＩＲの組織基盤を固め、情報開示ルールを整備し、迅速かつ適切な情報開示に努めてまいります。



－連結4－

⑤新しいビジネスモデルの構築
コージェネレーションシステムの早期実用化やハイブリッド商品開発など環境にやさしい先進の

熱利用技術を追求してまいります。また、基幹情報システムを一新し、インターネットの活用など新
たな手法の導入とＩＴ技術の活用や組織横断的な取り組みによって業務プロセスの改革を進めてま
いります。

（５）親会社等に関する事項
　該当事項はありません。

３３３３．．．．経営成績及経営成績及経営成績及経営成績及びびびび財政状態財政状態財政状態財政状態

（１）当期の概況
  当中間期における国内経済は、個人消費の伸びが鈍化傾向にあるものの好調な企業業績を背景に設備投
資が増加するなど、景気は民間需要に支えられ引き続き拡大を続けました。
　当業界では、新設住宅着工において持家需要が回復するなど着工戸数は底堅く推移しております。しか
しながら、電化攻勢が勢いを増す中、住宅設備市場における競争は一層激しさを強めております。
このような状況のもとで、当社グループは今期を初年度とする中期経営計画「Ｖシフトプラン」
を策定し、重点改革を柱に３年で体質転換を図る取り組みをスタートいたしました。お客様へ快
適な暮らしを提供することを使命とし、安心・安全・快適性の実現に向けた商品戦略、販売戦略
を推し進めるとともに、総合熱エネルギー機器メーカーとして高度な熱利用技術と環境技術の強
化に取り組んでまいりました。
　販売面においては、国内の厳しい市場環境の中、堅調な住宅需要と高付加価値商品戦略の効果
もあり増収を確保いたしました。海外では北米、アジア諸国での順調な業容の拡大と円安効果も
あり好調に推移いたしました。
　損益面におきましては、中期経営計画の高付加価値化戦略および構造改革を推進し、その効果
が一部で表れてまいりました。しかしながら、期初における素材価格の急激な高騰を受け、さら
なるコスト低減努力や商品の小売価格改定を実施いたしましたが、材料費高を十分に吸収するま
でには至らず、特に国内においては厳しい状況を強いられました。一方、海外では増収効果に伴
う利益増が後押しとなりました。
　この結果、当中間期の売上高は前年同期比１４ .１％増の１ ,０６１億２百万円、営業利益は前
年同期比２８ .０％増の３３億６２百万円、経常利益は前年同期比１７ .０％増の３９億１５百万
円、中間純利益におきましては、前年同期比７２ .６％増の２４億４５百万円となりました。
部門別の売上高の概況は次のとおりであります。

〈厨房機器部門〉
　国内では主力のガスコンロにおいて、社会的テーマに対応すべく「２００８年度改正省エネ基準達成」、
「感震自動消火」など環境性・安全性の高い商品や、顧客ニーズである清掃性に優れた商品を市場に投入
してまいりました。その結果、テーブルコンロにおいては幅広い価格帯で販売が伸長いたしましたが、ビ
ルトインタイプコンロにおいては電化攻勢の影響もあり、ほぼ前年並みの販売となりました。また、操作
性に優れた食器洗い乾燥機においても好調に推移いたしました。海外においては韓国をはじめアジア各国
において好調に推移し、厨房機器全体の売上高は前年同期比１４.８％の増加となりました。

〈給湯機器部門〉
　国内では給湯暖房機やふろ給湯器などの熱源機において省エネ性に優れた高効率給湯器「エコ
ジョーズ」の商品ラインアップの充実を図り、販売が伸長いたしました。システム端末商品にお
いては多様化が進む浴室の機能向上を狙った「除菌イオン」機能搭載の「ミストサウナ付浴室暖
房乾燥機」や「浴室テレビ」が好評を得ております。一方、海外ではアメリカにおける瞬間式給
湯器市場の拡大を背景に対米輸出が伸び、また中国では中国国産ボイラーの伸長があったため、
給湯機器全体の売上高は前年同期比１６ .５％の増加となりました。



－連結5－

〈空調機器部門〉
　国内では「音声メッセージ」の新機能を搭載したデザイン性に優れたガスファンヒーターの新規投入な
どにより順調に推移いたしました。また海外ではオセアニアにおける寒波の影響によりＦＦ暖房機の輸出
が好調となり、空調機器全体の売上高は前年同期比７.８％の増加となりました。

〈業用機器部門〉
　国内ではほぼ前年並みの販売となりましたが、オーストラリアで業用給湯器が伸長し、韓国で業用オー
ブンの新製品販売が寄与するなど、海外では好調に推移いたしました。業用機器全体の売上高は前年同期
比２４.５％の増加となりました。

〈その他の部門〉
　国内での各種部材販売の増加や国内外でガス機器のシステム商品化による施工売上が増加した結果、売
上高は前年同期比５.６％の増加となりました。

（２）通期の見通し
　今後の国内経済は、企業部門の好調さが家計部門へ波及し、雇用情勢や所得環境にも改善が見
られることから、内需拡大の期待感が膨らむ中で景気回復が続くものと予測されます。住宅設備
業界におきましては、需要は今後も堅調に推移するものと見込んでおりますが、電化攻勢の影響、
市場価格や材料市況の動向など先行きには不安定要素も多く、楽観はできない状況が続くものと
予想いたします。
　このような環境の中、中期経営計画の達成に向け、引き続き重点改革課題を推進してまいりま
す。さらに、市場環境の変化に対応した新たな体制造りとして、安心・安全を最重点とする方針
のもと、商品の全ライフサイクルにおいてお客様をサポートする体制造りや商品の供給体制の強
化、より高度なＩＴ技術利用によるお客様との連携強化など、諸施策を展開してまいります。
　通期の業績予想につきましては、上期の売上が若干予想を上回りましたが、当社グループにと
って最需要期である第３四半期の動向には不確定要素も残っており、現時点で通期の業績見通し
に変更はありません。

（３）財政状態
  キャッシュ・フローの状況について、当中間期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）
は、営業活動による３３億１５百万円の支出、投資活動による７２億６９百万円の支出、および財務活動
による４６億９９百万円の収入等から、前期末に比べて６０億４６百万円（１９.０％）減少し、２５８
億５３百万円となりました。

〈営業活動によるキャッシュ・フロー〉
　税金等調整前中間純利益は前中間期に比べて１４億８１百万円（５７.５％）増加したものの、売上債
権の純増減額が４７億７百万円の増加（前中間期は８億３９百万円の減少）であり、また、たな卸資産の
純増加額も前年同期に比べて３０億１１百万円（９６.６％）増加しました。一方で仕入債務の純増減額
も１４億６７百万円の増加（前中間期は１５億７８百万円の減少）でありました。これらの結果、営業活
動による資金の支出は３３億１５百万円と、前中間期に比べて５億９７百万円（２２.０％）増加しまし
た。

〈投資活動によるキャッシュ・フロー〉
　主に、有価証券の売却による収入が９億９５百万円（９０.５％）増加したことを反映し、投資活動の
結果支出した資金は７２億６９百万円となり、前中間期に比べて４億８５百万円（６.３％）減少しまし
た。

〈財務活動によるキャッシュ・フロー〉
　在外子会社における長短借入金の純増減による資金の調達額が１６億７１百万円（前中間期比
４７.６％）増加しましたが、前中間期には自己株式の売却による収入が１２億８４百万円あったことな
どから、財務活動により得られた資金は、４６億９９百万円となり、前中間期に比べて６億３３百万円
（１５.６％）増加しました。
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４４４４．．．．事業等事業等事業等事業等ののののリスクリスクリスクリスク
　
　当社グループの経営成績及び財政状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能
性のある事項には、以下のようなものがあります。

（１）競合について
　当社グループが事業を展開するガス機器を中心とした燃焼機器市場は、国内では既に成熟した市場であ
り、この市場で数社が厳しく競合しております。また、中国および東南アジアの市場は小規模の企業が存
在し、厳しく競合する市場でもあります。
　当社グループがさらなる新技術の開発、サービス体制の向上を達成しても、将来にわたって当業界にお
いて優位性を維持・発揮し、一定の地位を確保・継続できるという保証はなく、その結果、当社グループ
の売上、収益が低下する可能性があり、当社グループの経営成績及び財政状況等に影響を及ぼすことがあ
り得ます。
　また、当社グループが現在製造、販売を行っている製品は、ガスエネルギーを主たる燃料として作動す
る機器であり、現在電気エネルギーにより機能する機器と厨房機器・給湯機器・暖房機器等各製品の分野
で競合しております。
　当社グループでは、電気エネルギーだけでなく、将来のエネルギーの姿を考慮して研究開発を進めてお
りますが、当社グループが予想する以上のエネルギーの発明や変革が起き、当社グループのこれへの対応
が遅れた場合には経営成績及び財政状況等に影響を及ぼす可能性もあります。

（２）原材料、部品の供給について
　当社グループは製品の生産において、複数のグループ外の企業より原材料、部品の調達を行っておりま
す。これらのグループ外企業とは、基本取引契約を結び、安定的な取引を前提として供給を受けておりま
すが、市況の変化による価格の高騰や品不足、さらにはこれら供給先の不慮の事故等による原材料、部品
の不足が生じないという保証はありません。この場合には当社グループ製品の原価の上昇、さらには生産
停止などが起こり、当社グループの経営成績及び財政状況等に影響を及ぼす可能性があります。

（３）為替相場変動の影響について
　当社グループは今後とも市場の拡大が期待される中国を中心としたアジア地域を始めとして北米地域、
オセアニア地域等の海外 1４ヶ国の関係会社での事業活動に注力しております。連結売上高に占める海外
売上高は、当中間連結会計期間において３７２億９９百万円（連結売上高比３５.２％）であり、今後増
大すると予想しております。
　これら各国の関係会社の売上、費用、資産、負債の項目は連結財務諸表作成のために円換算されており
ますが、換算時の為替レートにより現地通貨における価値の変動以上に円換算後の価値が影響を受ける可
能性があります。
　また、当社グループでは将来の為替相場変動によるリスクの回避を目的として、為替予約によるリスク
ヘッジを行っておりますが、これにより為替リスクを完全に回避できる保証はなく、為替相場変動が当社
グループの経営成績及び財政状況等に影響を与える可能性があります。

（４）海外市場への事業進出について
　当社グループはアジア地域、北米地域、オセアニア地域等に子会社、関連会社を有しておりますが、こ
れらの海外市場への事業進出には以下のようなリスクが内在しており、これらの事象が発生した場合には
当社グループの経営成績及び財政状況等に影響を与える可能性があります。
①予期しえない法律、規則、不利な影響を及ぼす租税制度の変更
②社会的共通資本（インフラ）が未整備なことによる当社グループの活動への悪影響
③不利な政治的または経済的要因の発生
④テロ、戦争、その他の要因による社会的混乱
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（５）製品の品質について
　当社グループは、世界中の工場で製品開発から生産まで、ＩＳＯ等により世界的に認められている品質
管理基準に従って製品の安全性を第一に製造を行っております。また、製品の設置、施工、修理等の販売
面でも細心の注意を払っております。しかし、全ての製品に問題がなく、将来にリコール等の品質問題が
発生しないという保証はありません。製造物責任賠償保険等には加入しておりますが、問題の規模により
賠償額を十分カバーできるという保証はありません。大規模なリコールの発生などでは多額のコストの負
担を発生させるだけでなく、当社グループの社会的信用に影響を与え、それにより売上が低下し、業績と
財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

（６）自然災害等による影響について
　地震、風水害等の自然災害によって、当社グループの製造拠点及び設備が被害を被った場合には、操業
が中断し、生産及び出荷が遅延する可能性があり、その影響を完全に防止または軽減できる保証はありま
せん。これらの事象が発生した場合には当社グループの経営成績及び財政状況等に影響を与える可能性が
あります。

（注）将来に関する事項につきましては、当中間連結会計期間末現在において判断したものであります。



４４４４．．．．中間連結財務諸表等中間連結財務諸表等中間連結財務諸表等中間連結財務諸表等

          期    別

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

流流流流　　　　動動動動　　　　資資資資　　　　産産産産

現 金 及 び 預 金 19,465 17,336 2,128 19,029

受取手形及び売掛金 68,911 58,357 10,554 63,818

有 価 証 券 14,351 15,803 △ 1,451 20,845

た な 卸 資 産 30,416 27,607 2,808 24,222

繰 延 税 金 資 産 2,366 2,561 △ 195 1,816

そ の 他 1,991 3,388 △ 1,397 2,531

貸 倒 引 当 金 △ 1,687 △ 655 △ 1,032 △ 1,224

流流流流 動動動動 資資資資 産産産産 合合合合 計計計計 135,814135,814135,814135,814 61.161.161.161.1 124,400124,400124,400124,400 60.160.160.160.1 11,41411,41411,41411,414 131,039131,039131,039131,039 61.361.361.361.3

固固固固　　　　定定定定　　　　資資資資　　　　産産産産

 有形固定資産 有形固定資産 有形固定資産 有形固定資産

建 物 及 び 構 築 物 14,792 14,896 △ 104 14,928

機械装置及び運搬具 9,167 8,820 347 8,983

工 具 器 具 及 び 備 品 6,874 6,945 △ 70 6,297

土 地 13,062 11,975 1,087 12,499

建 設 仮 勘 定 1,064 1,060 3 901

有有有有 形形形形 固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 合合合合 計計計計 44,96144,96144,96144,961 20.220.220.220.2 43,69843,69843,69843,698 21.121.121.121.1 1,2631,2631,2631,263 43,61143,61143,61143,611 20.420.420.420.4

 無形固定資産 無形固定資産 無形固定資産 無形固定資産 1,0981,0981,0981,098 0.50.50.50.5 892892892892 0.40.40.40.4 206206206206 951951951951 0.40.40.40.4

 投資 投資 投資 投資そのそのそのその他他他他のののの資産資産資産資産

投 資 有 価 証 券 29,273 25,919 3,354 25,862

出 資 金 608 440 167 519

長 期 貸 付 金 14 20 △ 6 17

繰 延 税 金 資 産 2,401 2,417 △ 16 2,635

そ の 他 8,802 9,527 △ 724 9,391

貸 倒 引 当 金 △ 694 △ 417 △ 276 △ 252

投投投投資資資資そそそそのののの他他他他のののの資資資資産産産産計計計計 40,40540,40540,40540,405 18.218.218.218.2 37,90837,90837,90837,908 18.318.318.318.3 2,4972,4972,4972,497 38,17338,17338,17338,173 17.917.917.917.9

固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 合合合合 計計計計 86,46686,46686,46686,466 38.938.938.938.9 82,49882,49882,49882,498 39.939.939.939.9 3,9673,9673,9673,967 82,73782,73782,73782,737 38.738.738.738.7

222,280222,280222,280222,280 100.0100.0100.0100.0 206,899206,899206,899206,899 100.0100.0100.0100.0 15,38115,38115,38115,381 213,777213,777213,777213,777 100.0100.0100.0100.0

金　　額 構成比

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

平成18年9月30日 平成17年9月30日 平成18年3月31日

金　　額 構成比

対前中間期比

資資資資 産産産産 合合合合 計計計計

（１）中間連結貸借対照表

金　　額 構成比

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末

 科    目

増　　減

金　　額

（（（（ 資資資資 産産産産 のののの 部部部部 ））））
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          期    別

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

流流流流　　　　動動動動　　　　負負負負　　　　債債債債

支払手形及び買掛金 44,010 37,137 6,873 42,492

短 期 借 入 金 15,686 12,357 3,329 10,844

未 払 金 7,814 7,148 665 8,452

未 払 消 費 税 等 210 200 9 344

未 払 法 人 税 等 1,792 1,430 362 1,594

賞 与 引 当 金 2,590 2,319 270 1,979

アフターサービス引当金 － 1,160 △ 1,160 － 

そ の 他 3,094 2,875 219 2,937

流流流流 動動動動 負負負負 債債債債 合合合合 計計計計 75,19875,19875,19875,198 33.833.833.833.8 64,62864,62864,62864,628 31.231.231.231.2 10,56910,56910,56910,569 68,64468,64468,64468,644 32.132.132.132.1

固固固固　　　　定定定定　　　　負負負負　　　　債債債債

長 期 借 入 金 5,932 6,367 △ 435 5,268

繰 延 税 金 負 債 2 2 △ 0 2

退 職 給 付 引 当 金 2,943 3,036 △ 92 2,956

役員退職慰労金引当金 1,417 1,700 △ 282 1,736

そ の 他 1,083 1,013 69 1,009

固固固固 定定定定 負負負負 債債債債 合合合合 計計計計 11,37911,37911,37911,379 5.15.15.15.1 12,12012,12012,12012,120 5.95.95.95.9 △ 741741741741 10,97310,97310,97310,973 5.15.15.15.1

86,57786,57786,57786,577 38.938.938.938.9 76,74976,74976,74976,749 37.137.137.137.1 9,8289,8289,8289,828 79,61779,61779,61779,617 37.237.237.237.2

 科    目 金　　額 構成比 金　　額

前中間連結会計期間末

構成比

平成18年9月30日 平成17年9月30日

負負負負 債債債債 合合合合 計計計計

（（（（ 負負負負 債債債債 のののの 部部部部 ））））

当中間連結会計期間末 前連結会計年度の
要約連結貸借対照表対前中間期比

増　　減

金　　額 構成比金　　額

平成18年3月31日
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          期    別

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

－－－－ －－－－ 4,2864,2864,2864,286 2.12.12.12.1 △△△△ 4,2864,2864,2864,286 4,6614,6614,6614,661 2.22.22.22.2

－－－－ －－－－ 6,4596,4596,4596,459 3.13.13.13.1 △△△△ 6,4596,4596,4596,459 6,4596,4596,4596,459 3.03.03.03.0

－－－－ －－－－ 8,7198,7198,7198,719 4.24.24.24.2 △△△△ 8,7198,7198,7198,719 8,7198,7198,7198,719 4.14.14.14.1

－－－－ －－－－ 109,851109,851109,851109,851 53.153.153.153.1 △△△△ 109,851109,851109,851109,851 112,918112,918112,918112,918 52.852.852.852.8

－－－－ －－－－ 994994994994 0.50.50.50.5 △△△△ 994994994994 656656656656 0.30.30.30.3

－－－－ －－－－ △△△△ 76767676 △△△△ 0.00.00.00.0 76767676 838838838838 0.40.40.40.4

－－－－ －－－－ △△△△ 85858585 △△△△ 0.00.00.00.0 85858585 △△△△ 94949494 △△△△ 0.00.00.00.0

－－－－ －－－－ 125,862125,862125,862125,862 60.860.860.860.8 △△△△ 125,862125,862125,862125,862 129,497129,497129,497129,497 60.660.660.660.6

－－－－ －－－－ 206,899206,899206,899206,899 100.0100.0100.0100.0 △△△△ 206,899206,899206,899206,899 213,777213,777213,777213,777 100.0100.0100.0100.0

資 本 金 6,4596,4596,4596,459 2.92.92.92.9 －－－－ －－－－ 6,4596,4596,4596,459 －－－－ －－－－

資 本 剰 余 金 8,7198,7198,7198,719 3.93.93.93.9 －－－－ －－－－ 8,7198,7198,7198,719 －－－－ －－－－

利 益 剰 余 金 115,038115,038115,038115,038 51.851.851.851.8 －－－－ －－－－ 115,038115,038115,038115,038 －－－－ －－－－

自 己 株 式 △△△△ 99999999 △△△△ 0.00.00.00.0 －－－－ －－－－ △△△△ 99999999 －－－－ －－－－

130,117130,117130,117130,117 58.558.558.558.5 －－－－ －－－－ 130,117130,117130,117130,117 －－－－ －－－－

評価評価評価評価・・・・換算差額等換算差額等換算差額等換算差額等

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金 466466466466 0.20.20.20.2 －－－－ －－－－ 466466466466 －－－－ －－－－

為 替 換 算 調 整 勘 定 337337337337 0.20.20.20.2 －－－－ －－－－ 337337337337 －－－－ －－－－

評価評価評価評価・・・・換算差額等合計換算差額等合計換算差額等合計換算差額等合計 804804804804 0.40.40.40.4 －－－－ －－－－ 804804804804 －－－－ －－－－

4,7814,7814,7814,781 2.22.22.22.2 －－－－ －－－－ 4,7814,7814,7814,781 －－－－ －－－－

135,703135,703135,703135,703 61.161.161.161.1 －－－－ －－－－ 135,703135,703135,703135,703 －－－－ －－－－

222,280222,280222,280222,280 100.0100.0100.0100.0 －－－－ －－－－ 222,280222,280222,280222,280 －－－－ －－－－

株 主 資 本 合 計株 主 資 本 合 計株 主 資 本 合 計株 主 資 本 合 計

少 数 株 主 持 分少 数 株 主 持 分少 数 株 主 持 分少 数 株 主 持 分

株株株株　　　　主主主主　　　　資資資資　　　　本本本本

平成18年9月30日

自自自自 己己己己 株株株株 式式式式

資資資資 本本本本 合合合合 計計計計

平成17年9月30日

純純純純 資資資資 産産産産 合合合合 計計計計

負負負負 債債債債 ・・・・ 純純純純 資資資資 産産産産 合合合合 計計計計

金　　額 構成比

（（（（ 純純純純 資資資資 産産産産 のののの 部部部部 ））））

資資資資 本本本本 剰剰剰剰 余余余余 金金金金

利利利利 益益益益 剰剰剰剰 余余余余 金金金金

そそそそ のののの 他他他他 有有有有 価価価価 証証証証 券券券券
評評評評 価価価価 差差差差 額額額額 金金金金

為為為為 替替替替 換換換換 算算算算 調調調調 整整整整 勘勘勘勘 定定定定

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表対前中間期比

増　　減

金　　額 構成比金　　額

平成18年3月31日

前中間連結会計期間末

負負負負 債債債債 ､､､､ 少少少少 数数数数 株株株株 主主主主 持持持持 分分分分
及及及及 びびびび 資資資資 本本本本 合合合合 計計計計

当中間連結会計期間末

少少少少 数数数数 株株株株 主主主主 持持持持 分分分分

（（（（ 少少少少 数数数数 株株株株 主主主主 持持持持 分分分分 ））））

金　　額 構成比 科    目

（（（（ 資資資資 本本本本 のののの 部部部部 ））））

資資資資 本本本本 金金金金
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（２）中間連結損益計算書　

期　　　　別

増　　　　減 自　平成17年4月 1日

至　平成18年3月31日

　科　　　　目 金　　　額 百分比 金　　　額 百分比 金　　　額 金　　　額 百分比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

106,102106,102106,102106,102 100.0100.0100.0100.0 92,96892,96892,96892,968 100.0100.0100.0100.0 13,13413,13413,13413,134 14.114.114.114.1 212,947212,947212,947212,947 100.0100.0100.0100.0

77,908 73.4 68,410 73.6 9,497 13.9 157,000 73.7

28,194 26.6 24,557 26.4 3,636 14.8 55,947 26.3

24,831 23.4 21,930 23.6 2,901 13.2 45,686 21.5

3,3623,3623,3623,362 3.23.23.23.2 2,6272,6272,6272,627 2.82.82.82.8 735735735735 28.028.028.028.0 10,26010,26010,26010,260 4.84.84.84.8

1,148 1.1 1,253 1.3 △ 104 △ 8.4 2,679 1.3

受 取 利 息 318 238 79 546
受 取 配 当 金 89 89 0 160
持分法による投資利益 122 11 111 45
為 替 差 益 399 678 △ 279 1,393
そ の 他 218 235 △ 16 533

595 0.6 534 0.6 61 11.6 1,183 0.6

支 払 利 息 491 406 84 855
手 形 売 却 損 98 126 △ 28 307
そ の 他 6 0 5 20

3,9153,9153,9153,915 3.73.73.73.7 3,3463,3463,3463,346 3.63.63.63.6 568568568568 17.017.017.017.0 11,75611,75611,75611,756 5.55.55.55.5

311 0.3 575 0.6 △ 264 △ 45.9 656 0.3

固 定 資 産 売 却 益 4 110 △ 106 118
投 資 有 価 証 券 売 却 益 124 437 △ 312 447
そ の 他 181 26 155 90

168 0.2 1,344 1.4 △ 1,176 △ 87.5 2,987 1.4

固 定 資 産 除 却 損 109 72 36 241
減 損 損 失 －　 27 △ 27 27
投 資 有 価 証 券 評 価 損 20 37 △ 16 61
役 員 退 職 慰 労 金 30 －　 30 －　
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 －　 330 △ 330 870
アフターサービス引当金繰入 －　 800 △ 800 －　
そ の 他 7 76 △ 69 1,785

4,058 3.8 2,577 2.8 1,481 57.5 9,425 4.4

2,052 1.9 1,667 1.8 384 23.0 3,886 1.8

△ 183 △ 0.2 △ 313 △ 0.3 130 △ 41.5 481 0.2

△ 255 △ 0.2 △ 193 △ 0.2 △ 62 32.1 △ 184 △ 0.1

2,4452,4452,4452,445 2.32.32.32.3 1,4161,4161,4161,416 1.51.51.51.5 1,0281,0281,0281,028 72.672.672.672.6 5,2425,2425,2425,242 2.52.52.52.5

増減率

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

自　平成17年4月 1日

至　平成17年9月30日

前中間連結会計期間 対前中間期比当中間連結会計期間

自　平成18年4月 1日

至　平成18年9月30日

売売売売 上上上上 高高高高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営営営営 業業業業 利利利利 益益益益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経経経経 常常常常 利利利利 益益益益

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 損 失 ( △ )

中中中中 間間間間 (((( 当当当当 期期期期 )))) 純純純純 利利利利 益益益益

特 別 利 益

特 別 損 失

税 金 等 調 整 前
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

法人税、住民税及び事業税
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中間連結剰余金計算書

　　　　　　　期　　別

科    目

百万円 百万円 百万円 百万円 

Ⅰ 8,719 8,719 

Ⅱ 8,719 8,719 

Ⅰ 109,184 109,184 

Ⅱ

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 1,416 1,416 5,242 5,242 

Ⅲ

配 当 金 697 1,456 

役 員 賞 与 2 2 

自 己 株 式 処 分 差 損 45 45 

そ の 他 3 749 4 1,508 

Ⅳ 109,851 112,918 

前中間連結会計期間 前連結会計年度の
連結剰余金計算書

（３）中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書

自 平成17年4月 1日

至 平成17年9月30日

自 平成17年4月 1日

至 平成18年3月31日

（資本剰余金の部）

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金
中 間 期 末 ( 期 末 ） 残 高

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金
中 間 期 末 ( 期 末 ） 残 高

（利益剰余金の部）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高
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中間連結株主資本等変動計算書
当中間連結会計期間(自平成18年4月1日　至平成18年9月30日)

(単位：百万円)

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年3月31日残高 6,459 8,719 112,918 △　94 128,002 

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当　　　　　(注） －　 －　 △　758 －　 △　758 

利益処分による役員賞与(注） －　 －　 △　2 －　 △　2 

中間純利益 －　 －　 2,445 －　 2,445 

自己株式の取得 －　 －　 －　 △　5 △　5 

自己株式の処分 －　 0 －　 0 0 

新規連結に伴う増加額 －　 －　 438 －　 438 

その他 －　 －　 △　2 －　 △　2 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額) －　 －　 －　 －　 －　

中間連結会計期間中の変動額合計 －　 0 2,119 △　4 2,115 

平成18年9月30日残高 6,459 8,719 115,038 △　99 130,117 

平成18年3月31日残高 656 838 1,494 4,661 134,159 

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当　　　　　(注） －　 －　 －　 －　 △　758 

利益処分による役員賞与(注） －　 －　 －　 －　 △　2 

中間純利益 －　 －　 －　 －　 2,445 

自己株式の取得 －　 －　 －　 －　 △　5 

自己株式の処分 －　 －　 －　 －　 0 

新規連結に伴う増加額 －　 －　 －　 －　 438 

その他 －　 －　 －　 －　 △　2 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額) △　189 △　501 △　690 119 △　570 

中間連結会計期間中の変動額合計 △　189 △　501 △　690 119 1,544 

平成18年9月30日残高 466 337 804 4,781 135,703 

（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

株主資本

評価・換算差額等
少数株主
持分 純資産合計その他

有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計
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　　　　区　　　　　分

百万円　 百万円　 百万円　 百万円　

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間 ( 当期 ) 純 利益 4,058   2,577   9,425   

減 価 償 却 費 3,368   3,442   7,665   

賞与引当金の増加額(又は減少額(△)) 608   334   △ 6   

退職給付引当金等の 減少 額 ( △ ) △ 338   △ 109   △ 164   

前 払 年 金 費 用 の 増 加 額 ( △ ) △ 431   △ 257   △ 643   

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 407   △ 328   △ 706   

支 払 利 息 491   406   855   

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 △ 122   △ 11   △ 45   

固 定 資 産 除 却 損 109   72   241   

売上債権の減少額(又は増加額(△)) △ 4,707   839   △ 3,057   

たな卸資産の減少額(又は増加額(△)) △ 6,127   △ 3,116   705   

仕入債務の増加額(又は減少額(△)) 1,467   △ 1,578   3,210   

未 払 消 費 税 の 減 少 額 ( △ ) △ 136   △ 240   △ 95   

役 員 賞 与 の 支 払 額 △ 3   △ 3   △ 3   

そ の 他 704   △ 2,313   △ 692   

小　計 △ 1,469   △ 285   △ 1,183  16,688   

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 465   412   762   

利 息 の 支 払 額 △ 461   △ 354   △ 850   

法 人 税 等 の 支 払 額 △ 1,850   △ 2,490   △ 4,595   

　営業活動によるキャッシュ・フロー △ 3,315   △ 2,718   △ 597  12,004   

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定 期 預 金 等 の 預 入 に よ る 支 出 △ 4,088   △ 3,082   △ 8,810   

定 期 預 金 等 の 払 戻 に よ る 収 入 4,018   3,290   9,120   

有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 2,095   1,099   1,205   

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 4,232   △ 4,829   △ 8,620   

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 55   225   233   

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 99   △ 184   △ 323   

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 5,267   △ 5,052   △ 7,554   

投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 392   664   1,514   

そ の 他 △ 143   112   44   

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 7,269   △ 7,754   485  △ 13,190   

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短 期 借 入 金 の 純 増 加 額 5,361   4,475   1,602   

長 期 借 入 れ に よ る 収 入 695   －　　　 －　　　

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 875   △ 966   △ 1,830   

自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 0   1,284   1,284   

少数株主への株式の発行による収入 297   －　　　 －　　　

配 当 金 の 支 払 額 △ 758   △ 697   △ 1,455   

少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △ 15   △ 22   △ 43   

そ の 他 △ 5   △ 7   △ 16   

　財務活動によるキャッシュ・フロー 4,699   4,065   633  △ 458   

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 244   257   △ 502  581   

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額(△) △ 6,130   △ 6,149   19  △ 1,063   

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 31,899   32,962   △ 1,063  32,962   

Ⅶ 新規連結による現金及び現金同等物の増加額 84   －　　　 84  －　　　

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 25,853   26,813   △ 960  31,899   

増　　減

（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書　

至 平成18年３月31日

金　　　　額

自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日

金　　　　額 金　　　　額

連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書

至 平成18年９月30日

前中間連結会計期間当中間連結会計期間
前連結会計年度の要約

自 平成17年４月１日自 平成18年４月１日
対前中間期比
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（（（（中間連結財務諸表作成中間連結財務諸表作成中間連結財務諸表作成中間連結財務諸表作成のためののためののためののための基本基本基本基本となるとなるとなるとなる重要重要重要重要なななな事項事項事項事項））））

１．連結の範囲に関する事項
連結子会社の数 ３０社

　連結子会社名は、「１．企業集団の状況」に記載しております。
  なお、リンナイベトナム(株)については重要性が増したため、当中間
連結会計期間より連結の範囲に含めております。

主要な非連結子会社の名称等 リンナイマレーシア（株）
（連結の範囲から除いた理由）
　非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、総資産、売上高、中間
純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等の合計
額は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためで
あります。

２．持分法の適用に関する事項
持分法適用関連会社の数 ２社

伯陶リンナイ機器（有）
リンナイインドネシア(株)
　リンナイインドネシア(株)は、重要性が増したため、当中間連結会計
期間より持分法の適用範囲に含めております。
　持分法適用会社は、何れも中間決算日が６月３０日であり、中間連結
決算日と異なっているため、各社の中間会計期間に係る中間財務諸表を
使用しております。

持分法非適用の主要な非連結 リンナイマレーシア（株）
子会社及び関連会社の名称等 (持分法を適用しない理由)

　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、それぞれ中間
純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみ
て、持分法の対象から除いても中間連結財務諸表に及ぼす影響が軽微で
あり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外
しております。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項
中間連結決算日と中間決算日が異なる連結子会社　　　　１１社 （中間決算日　６月３０日）

　中間連結財務諸表の作成にあたっては、６月３０日現在の中間財務諸
表を使用しておりますが、中間連結決算日までの期間に生じた重要な取
引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項
(1)重要な資産の評価基準及び評価方法
　①有価証券

そ の 他 有 価 証 券
　　時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　　時価のないもの 移動平均法による原価法

　②たな卸資産
製 品 原則として先入先出法による原価法
原 材 料 原則として最終仕入原価法による原価法

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産 　当社及び国内連結子会社は定率法、在外連結子会社は定額法によって

おります。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　　　建物及び構築物  7年 ～ 50年
　　　機械及び装置 10年 ～ 17年
　　　工具器具及び備品  2年 ～ 15年

(3)重要な引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金 　金銭債権の貸倒による損失に備えて、主として一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金 　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額
のうち当中間連結会計期間の負担額を計上しております。
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４．会計処理基準に関する事項
(3)重要な引当金の計上基準

退 職 給 付 引 当 金 　従業員の退職給付に備えるため、主として当連結会計年度末にお
ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計
期間末において発生していると認められる額を計上しております。
　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一
定の年数(5年)による定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按
分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することと
しております。

役員退職慰労金引当金 　当社及び国内連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に備えるた
め、それぞれ支給内規に基づく当中間連結会計期間末要支給見積額
を計上しております。

(4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、中間決算日の直物為替相場により
円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における
為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて計上しております。

(5)重要なリース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、主として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(6)重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法
　　為替予約が付されている外貨建営業債権については、振当処理を行っております。
　　なお、連結会社間取引に付された為替予約については、時価評価を行い、当中間連結会計期間
　の損益として処理しておりますが、当中間連結会計期間末においては該当事項はありません。
②ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段　…　デリバティブ取引（為替予約取引）
　ヘッジ対象　…　為替相場変動による損失の可能性があるもの
③ヘッジ方針
　　将来の為替相場変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針であり
　ます。
④ヘッジの有効性評価の方法
　ヘッジの有効性を確保できるような為替予約取引の利用を行っております。
⑤その他
　取引権限及び取引限度額を定めた社内ル－ルに従い、これを行っております。

(7)消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス
クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

（（（（中間連結財務諸表作成中間連結財務諸表作成中間連結財務諸表作成中間連結財務諸表作成のためののためののためののための基本基本基本基本となるとなるとなるとなる重要重要重要重要なななな事項事項事項事項のののの変更変更変更変更））））

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準
　当中間連結会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号
平成17年12月9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基
準適用指針第８号　平成17年12月9日）を適用しております。
　これまでの資本の部の合計に相当する金額は130,921百万円であります。
　なお、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の純資産の部については、中間連結財務諸表規
則の改正に伴い、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。
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（　注　記　事　項　）

１．中間連結貸借対照表関係
前連結会計年度末

　(1)有形固定資産の減価償却累計額 70,214 百万円 68,086 百万円 66,901 百万円
　(2)担保に供している資産及びその対応債務

（担保提供資産） 定 期 預 金 1,925 百万円 1,732 百万円 1,879 百万円
建 物 3,986 百万円 3,965 百万円 3,902 百万円
機 械 装 置 660 百万円 429 百万円 611 百万円
土 地 3,492 百万円 2,202 百万円 2,945 百万円
合 計 10,064 百万円 8,329 百万円 9,338 百万円

（担保対応債務） 手 形 割 引 3,600 百万円 5,316 百万円 7,114 百万円
短期借入金 3,023 百万円 2,299 百万円 2,694 百万円
長期借入金 311 百万円 419 百万円 431 百万円

　(3)保　証　債　務　残　高 441 百万円 561 百万円 466 百万円
　(4)受 取 手 形 割 引 残 高 3,942 百万円 5,334 百万円 7,274 百万円
　(5)受 取 手 形 裏 書 譲 渡 残 高 668 百万円 856 百万円 1,722 百万円
　(6)中間連結会計期間末日満期手形

　中間連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、
当中間連結会計期間の末日は金融機関の休日であったため、次の中間連結会計期間末日満期手形が中間連結会計
期間末残高に含まれております。

受取手形　1,375 百万円　　　　支払手形　68 百万円

２．中間連結株主資本等変動計算書関係
当中間連結会計期間(自　平成１８年４月１日　至　平成１８年９月３０日)
　(1) 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

発行済株式

普通株式

自己株式

普通株式(注)

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、減少０千株は、
　　単元未満株式の買増請求による減少であります。

　(2) 配当に関する事項
①配当金支払額

基準日

758 平成18年
3月31日

②基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの
１株当たり
配当額(円) 効力発生日

758 　　 　14 平成18年
12月8日

３．中間連結キャッシュ・フロー計算書関係　
      現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲載されている科目の金額の関係

現金預金勘定 19,465 百万円 17,336 百万円 19,029 百万円
有価証券勘定 14,351 百万円 15,803 百万円 20,845 百万円
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 5,666 百万円 △ 4,120 百万円 △ 4,672 百万円
償還期日が３ヶ月を超える債券等 △ 2,298 百万円 △ 2,206 百万円 △ 3,303 百万円
現金及び現金同等物 25,853 百万円 26,813 百万円 31,899 百万円

４．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

決議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

35  1  

平成18年6月29日
定時株主総会

平成18年11月13日
取締役会

平成18年
6月29日

決議 株式の種類

普通株式

普通株式

配当金の総額
(百万円) 配当原資

前連結会計年度
末株式数(千株)

54,216  

当中間連結会計期間末

当中間連結会計期間
末株式数(千株)

  前中間連結会計期間末

    前中間連結会計期間

増加株式数
(千株)

減少株式数
(千株)

54,216  －－

前連結会計年度

　　　14

利益剰余金

36  

当中間連結会計期間

基準日

効力発生日

0  

１株当たり
配当額(円)

平成18年
9月30日
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（（（（①①①①セグメントセグメントセグメントセグメント情報情報情報情報））））

１．事業の種類別セグメント情報
　当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度における当社企業グル－プの事業内容は、
熱機器等の製造及び販売であり、その製品の種類・性質・製造方法・販売市場等の類似性を考慮しますと、
単一のセグメントによっているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

２．所在地別セグメント情報
　当中間連結会計期間（自平成18年4月1日　至平成18年9月30日） （単位：百万円）

日　本 アジア その他の地域 計 連結

　　　売 上 高
　(1)外部顧客に対する売上高 71,724 22,208 12,170 106,102 － 106,102

  (2)セグメント間の内部売上高 8,232 976 394 9,603 ( 9,603 ) －

　　　　 計 79,956 23,184 12,564 115,705 ( 9,603 ) 106,102

　　　営業費用 77,395 23,764 11,056 112,216 ( 9,476 ) 102,739

　　　営業利益 2,561 △ 579 1,507 3,489 ( 126 ) 3,362 

　前中間連結会計期間（自平成17年4月1日　至平成17年9月30日） （単位：百万円）
日　本 アジア その他の地域 計 連結

　　　売 上 高
　(1)外部顧客に対する売上高 66,257 16,713 9,997 92,968 － 92,968

  (2)セグメント間の内部売上高 5,953 921 303 7,178 ( 7,178 ) －

　　　　 計 72,210 17,635 10,301 100,147 ( 7,178 ) 92,968

　　　営業費用 70,358 18,177 9,037 97,573 ( 7,232 ) 90,340

　　　営業利益 1,852 △ 542 1,263 2,574 53 2,627 

　前連結会計年度（自平成17年4月1日　至平成18年3月31日） （単位：百万円）
日　本 アジア その他の地域 計 連結

　　　売 上 高
　(1)外部顧客に対する売上高 149,346 42,021 21,579 212,947 － 212,947

  (2)セグメント間の内部売上高 13,390 1,914 471 15,776 ( 15,776 ) －

　　　　 計 162,737 43,935 22,050 228,724 ( 15,776 ) 212,947

　　　営業費用 155,984 43,244 19,402 218,632 ( 15,945 ) 202,687

　　　営業利益 6,752 691 2,647 10,091 168 10,260 

（注）１．国又は地域は地理的近接度により区分しております。
　　　２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。
　　　　　　アジア…韓国、中国、台湾、タイ、シンガポール、ベトナム
　　　　　　その他の地域…オーストラリア、ニュージーランド、アメリカ

消去又は全社

消去又は全社

消去又は全社
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３．海　外　売　上　高
　当中間連結会計期間（自平成18年4月1日　至平成18年9月30日） （単位：百万円）

Ⅰ 海外売上高
Ⅱ 連結売上高

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に
占める割合

　前中間連結会計期間（自平成17年4月1日　至平成17年9月30日） （単位：百万円）

Ⅰ 海外売上高
Ⅱ 連結売上高

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に
占める割合

　前連結会計年度（自平成17年4月1日　至平成18年3月31日） （単位：百万円）

Ⅰ 海外売上高
Ⅱ 連結売上高

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に
占める割合

（注）１．国又は地域は地理的近接度により区分しております。
　　　２．区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。
           アジア…韓国、中国、台湾、タイ、シンガポール、インドネシア、マレーシア、ベトナム等
           その他の地域…オーストラリア、ニュージーランド、アメリカ等
　　　３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

（（（（②②②②リースリースリースリース取引関係取引関係取引関係取引関係））））

EDINETにより開示を行うため記載を省略しております。

その他の地域 計アジア

－ －

19,087   29,908   

92,968   

20.5%   11.6%   32.2%   

10,821   

アジア その他の地域 計
24,216   13,082   37,299   

－ － 106,102   

22.8%   12.3%   35.2%   

アジア その他の地域 計
46,903   23,109   70,012   

－ － 212,947   

22.0%   10.9%   32.9%   
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（（（（③③③③有価証券有価証券有価証券有価証券））））

当中間連結会計期間末（平成18年9月30日現在）
１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

(1) 株      式 2,361  4,686  2,325  

(2) 債      券 24,030  22,497  △ 1,533  

(3) そ  の  他 597  567  △ 29  

合 計 26,988  27,751  762  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 （単位：百万円）

  その他有価証券
非上場株式（店頭売買株式を除く） 2,922

ＭＭＦ等 11,581

前中間連結会計期間末（平成17年9月30日現在）
１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

(1) 株      式 2,339  4,559  2,220  

(2) 債      券 20,173  19,616  △ 556  

(3) そ  の  他 3,003  2,999  △ 4  

合 計 25,516  27,175  1,659  

（注）当中間連結会計期間中に21百万円の減損処理を行っております。
２．時価評価されていない主な有価証券の内容 （単位：百万円）

  その他有価証券
非上場株式（店頭売買株式を除く） 2,889

ＭＭＦ等 10,597

前連結会計年度末（平成18年3月31日現在）
１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

(1) 株      式 2,344  5,081  2,737  

(2) 債      券 21,677  20,064  △ 1,613  

(2) そ  の  他 3,039  2,997  △ 41  

合 計 27,061  28,143  1,082  

（注）当連結会計年度中に19百万円の減損処理を行っております。
２．時価評価されていない主な有価証券の内容 （単位：百万円）

  その他有価証券
非上場株式（店頭売買株式を除く） 2,894

ＭＭＦ等 14,578

（（（（④④④④デリバティブデリバティブデリバティブデリバティブ取引取引取引取引））））

EDINETにより開示を行うため記載を省略しております。

中間連結貸借対照表計上額

中間連結貸借対照表計上額

差　　額

連結貸借対照表計上額

差　　額

取得原価 差　　額

取得原価 連結貸借対照表計上額

取得原価 中間連結貸借対照表計上額

中間連結貸借対照表計上額

－連結20－



５５５５．．．．生産生産生産生産、、、、受注及受注及受注及受注及びびびび販売販売販売販売のののの状況状況状況状況

当社グループの事業内容は、単一のセグメントによっているため、機器の品目別情報を記載しております。

（１）生産実績

機　器　別 前中間連結会計期間 前連結会計年度

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

厨 房 機 器 33,164 36.5 29,599 36.8 3,565 12.0 63,842 36.3 

給 湯 機 器 39,531 43.5 35,785 44.5 3,745 10.5 80,124 45.5 

空 調 機 器 9,647 10.6 7,929 9.9 1,717 21.7 16,365 9.3 

業 用 機 器 1,671 1.8 1,276 1.6 395 31.0 2,723 1.5 

そ の 他 6,935 7.6 5,866 7.3 1,069 18.2 12,974 7.4 

合 計 90,950 100.0 80,457 100.0 10,492 13.0 176,030 100.0 

（注）１．金額は販売価格によっております。
（注）２．上記の金額には、消費税等は含んでおりません。

（２）商品仕入実績

機　器　別 前中間連結会計期間 前連結会計年度

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

厨 房 機 器 1,700 9.0 1,691 10.5 9 0.5 3,559 9.6 

給 湯 機 器 8,038 42.5 6,542 40.7 1,496 22.9 14,287 38.4 

空 調 機 器 1,104 5.8 1,003 6.2 101 10.1 3,355 9.0 

業 用 機 器 2,234 11.8 1,724 10.7 509 29.5 3,758 10.1 

そ の 他 5,829 30.8 5,127 31.9 701 13.7 12,202 32.8 

合 計 18,906 100.0 16,088 100.0 2,818 17.5 37,164 100.0 

（注）１．金額は販売価格によっております。
（注）２．上記の金額には、消費税等は含んでおりません。

（３）受注の状況

当社グループは受注見込みによる生産方式をとっておりますので、該当事項はありません。

（４）販売実績

機　器　別 前中間連結会計期間 前連結会計年度

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

厨 房 機 器 34,567 32.6 30,113 32.4 4,453 14.8 66,049 31.0 

給 湯 機 器 47,266 44.5 40,579 43.6 6,687 16.5 92,860 43.6 

空 調 機 器 8,847 8.3 8,211 8.8 636 7.8 22,455 10.5 

業 用 機 器 3,731 3.5 2,997 3.2 733 24.5 6,396 3.0 

そ の 他 11,688 11.0 11,066 11.9 622 5.6 25,186 11.8 

合 計 106,102 100.0 92,968 100.0 13,134 14.1 212,947 100.0 

（注） 上記の金額には、消費税等は含んでおりません。

金　　額 増減率

当中間連結会計期間

当中間連結会計期間

当中間連結会計期間

増減率

増減率

増　   　　減

金　　額

増　   　　減

金　　額

増　   　　減
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平成平成平成平成19191919年年年年3333月期月期月期月期　　　　中間決算発表中間決算発表中間決算発表中間決算発表((((参考資料参考資料参考資料参考資料））））
平成18年11月13日

リンナイリンナイリンナイリンナイ株式会社株式会社株式会社株式会社
連結決算連結決算連結決算連結決算のののの内容内容内容内容 （コード番号　5947）

連結状況連結状況連結状況連結状況 当社と子会社30社を連結しております。その他、持分法適用会社2社は中間純利益を
持分のみ加算しております。主な子会社の内容については別紙のとおりです。

1.1.1.1. 中間期中間期中間期中間期のののの業績業績業績業績とととと機器別機器別機器別機器別のののの売上売上売上売上

(3)設備投資額・減価償却費及び研究開発費  (単位:百万円）

18181818年年年年9999月中間期月中間期月中間期月中間期
実績実績実績実績

17年9月中間期
実績

設備投資額 4,409 4,358

減価償却額 3,368 3,442

研究開発費 3,359 3,299

2.2.2.2. 通期予想通期予想通期予想通期予想
(1)業績の推移 (単位:百万円）

19年3月期 18年3月期 17年3月期 16年3月期 15年3月期

予想 （売上比） 実績 （売上比） 実績 （売上比） 実績 （売上比） 実績 （売上比）

売 上 高 222,000  100.0  212,947  100.0  100.0  200,094  100.0  189,685  100.0  

営 業 利 益 12,300  5.5  10,260  4.8  5.4  16,272  8.1  13,173  6.9  

経 常 利 益 12,500  5.6  11,756  5.5  6.1  15,158  7.6  12,735  6.7  

当期純利益 7,000  3.2  5,242  2.5  3.3  8,556  4.3  8,603  4.5  

(2)機器別の売上高と構成比 (単位:百万円）

19年3月期 18年3月期 17年3月期 16年3月期 15年3月期

予想 （構成比） 実績 （構成比） 実績 （構成比） 実績 （構成比） 実績 （構成比）

厨 房 機 器 69,200  31.2  66,049  31.0  31.8  67,659  33.8  63,584  33.5  

給 湯 機 器 97,500  43.9  92,860  43.6  45.1  88,276  44.1  83,653  44.1  

空 調 機 器 23,600  10.6  22,455  10.5  9.2  17,565  8.8  17,129  9.0  

業 用 機 器 6,800  3.1  6,396  3.0  2.9  6,206  3.1  5,817  3.1  

そ の 他 24,900  11.2  25,186  11.8  10.9  20,385  10.2  19,499  10.3  

合 計 222,000  100.0  212,947  100.0  100.0  200,094  100.0  189,685  100.0  

(3)設備投資額･減価償却費及び研究開発費 (単位:百万円）

19年3月期 18年3月期 17年3月期 16年3月期 15年3月期

予想 実績 実績 実績 実績

設備投資額 9,311 8,047 8,347 8,839 5,893

減価償却費 7,343 7,665 7,016 6,468 6,312

研究開発費 6,866 6,779 6,345 5,776 5,542

＊記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

- 参考１ -
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(1)業績 (単位:百万円）

18181818年年年年9999月中間期月中間期月中間期月中間期 17年9月中間期

実績実績実績実績 （売上比） （前年比） 実績 （売上比)

売 上 高 106,102  100.0  14.1  92,968  100.0  

営 業 利 益 3,362  3.2  28.0  2,627  2.8  

経 常 利 益 3,915  3.7  17.0  3,346  3.6  

中間純利益 2,445  2.3  72.6  1,416  1.5  

(2)機器別売上 (単位:百万円）

18181818年年年年9999月中間期月中間期月中間期月中間期 17年9月中間期

実績実績実績実績 （構成比） （前年比） 実績 （構成比）

厨 房 機 器 34,567  32.6  14.8  30,113  32.4  

給 湯 機 器 47,266  44.5  16.5  40,579  43.6  

空 調 機 器 8,847  8.3  7.8  8,211  8.8  

業 用 機 器 3,731  3.5  24.5  2,997  3.2  

そ の 他 11,688  11.0  5.6  11,066  11.9  

合 計 106,102  100.0  14.1  92,968  100.0  



単体決算単体決算単体決算単体決算のののの内容内容内容内容

1.1.1.1. 中間期中間期中間期中間期のののの業績業績業績業績とととと機器別機器別機器別機器別のののの売上売上売上売上

(3)設備投資額・減価償却費及び研究開発費  (単位:百万円）

18181818年年年年9999月中間期月中間期月中間期月中間期
実績実績実績実績

17年9月中間期
実績

設備投資額 1,872 2,937

減価償却額 2,066 2,263

研究開発費 2,823 2,866

2.2.2.2. 通期予想通期予想通期予想通期予想
(1)業績の推移 (単位:百万円）

19年3月期 18年3月期 17年3月期 16年3月期 15年3月期

予想 （売上比） 実績 （売上比） 実績 （売上比） 実績 （売上比） 実績 （売上比）

売 上 高 157,000  100.0  153,166  100.0  100.0  151,558  100.0  142,471  100.0  

営 業 利 益 5,500  3.5  3,911  2.6  3.6  9,866  6.5  7,858  5.5  

経 常 利 益 7,300  4.7  5,977  3.9  4.7  10,651  7.0  9,635  6.8  

当期純利益 4,100  2.6  2,924  1.9  2.7  6,079  4.0  8,366  5.9  

(2)機器別の売上高と構成比 (単位:百万円）

19年3月期 18年3月期 17年3月期 16年3月期 15年3月期

予想 （構成比） 実績 （構成比） 実績 （構成比） 実績 （構成比） 実績 （構成比）

厨 房 機 器 54,500  34.7  53,188  34.7  35.5  55,458  36.6  50,531  35.5  

給 湯 機 器 72,900  46.4  70,742  46.2  47.3  70,224  46.3  66,751  46.9  

空 調 機 器 15,600  9.9  15,262  10.0  8.5  11,953  7.9  12,503  8.8  

業 用 機 器 2,500  1.6  2,293  1.5  1.7  2,579  1.7  2,564  1.8  

そ の 他 11,500  7.3  11,678  7.6  7.0  11,342  7.5  10,120  7.0  

合 計 157,000  100.0  153,166  100.0  100.0  151,558  100.0  142,471  100.0  

う ち 輸 出 22,700  14.5  20,278  13.3  11.2  16,204  10.7  16,582  11.6  

(3)設備投資額･減価償却費及び研究開発費 (単位:百万円）

19年3月期 18年3月期 17年3月期 16年3月期 15年3月期

予想 実績 実績 実績 実績

設備投資額 5,110 4,720 5,312 6,256 3,428

減価償却費 4,700 5,145 4,739 4,174 3,972

研究開発費 5,800 5,796 5,501 5,016 4,922

＊記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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- 参考２ -

(1)業績 (単位:百万円）

18181818年年年年9999月中間期月中間期月中間期月中間期 17年9月中間期

実績実績実績実績 （売上比） （前年比） 実績 （売上比）

売 上 高 75,480  100.0  10.7  68,205  100.0  

営 業 利 益 1,206  1.6  16.3  1,037  1.5  

経 常 利 益 2,409  3.2  8.9  2,213  3.2  

中間純利益 1,538  2.0  22.8  1,252  1.8  

(2)機器別売上 (単位:百万円）

18181818年年年年9999月中間期月中間期月中間期月中間期 17年9月中間期

実績実績実績実績 （構成比） （前年比） 実績 （構成比）

厨 房 機 器 26,893  35.6  10.3  24,383  35.7  

給 湯 機 器 35,523  47.1  13.0  31,423  46.1  

空 調 機 器 6,314  8.4  6.0  5,957  8.7  

業 用 機 器 1,174  1.6  -0.5 1,180  1.7  

そ の 他 5,573  7.4  5.9  5,261  7.7  

合 計 75,480  100.0  10.7  68,205  100.0  

う ち 輸 出 12,648  16.8  24.6  10,148  14.9  


